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○農の雇用事業とは 

全国農業会議所（全国新規就農センター）で実施している農業経営体に対する助成事業。 

新規就業者を新たに雇用し、生産技術や経営ノウハウを習得させるＯＪＴ研修などを実施

する場合に、研修経費の一部（月額９万７千円を上限）を助成。 
これまでの５回の募集で、５，８３８人の研修生が事業に参加。 
 
○平成２３年度の募集の概要 

助成対象期間 ： 平成２３年８月から最長で１２か月間 
募 集 期 間  ： 平成２３年５月９日～同年６月２４日（書類必着） 
対 象 者 ： 平成２２年１１月９日～平成２３年６月２４日に正社員として雇用さ 

れた新規就業者 
正社員として雇用された新規就業者の主な要件 
 ①雇用期間に定めのないこと 
 ②週３５時間以上勤務すること（年間平均） 
 ③今回の雇用契約以前に３か月を超える雇用関係（パート、アルバイトなど）や研修受 

講関係がないこと 
 ④過去の農業従事期間が通算して１年未満であること 
 ⑤主に農畜産物の生産に関する業務に従事する者であること 
 
○今年度からの主な変更点 

 ①経営体の要件として、これまでの労災・雇用保険に加え、法人の場合は、健康・厚生 
年金保険も必須要件 

 ②従業員が常時１０人以上いる場合は、就業規則を定めていること 
 ③管理帳簿、いわゆる法定３帳簿（出勤簿、賃金台帳、労働者名簿）を整備していること 
 ④国や地方公共団体の実施する研修生の雇用を理由とした助成や奨励金を受給していな 

いこと 
 ⑤東日本大震災による被災者および障害者を雇用した場合は、優先的に採択する 
 ⑥採択にあたっては、社会保険への加入、就業規則の有無、月額基本給制の採用、研修 

生の年齢―などの項目により優先順位を付けていく 
 
 
 

平 成 ２ ３ 年 度 「 農 の 雇 用 事 業 」 募 集 始 ま る 

◆事務局便り◆ 
 平成２０年度から始まった同事業は、今年度も引き続き実施していきます。昨年度より同

事業への会計検査が入り、より法令順守による事業の実施が求められている側面もあり、今

年度は社会保険への加入や就業規則の制定などを新たに要件に加えています。 
 他産業からの就業者や新卒者を雇用していく際の就業条件は、他産業一般と大きな差異が

あってはなりません。これは社労士ネットでも訴えているテーマであり、農業法人等で広く

活用されている「農の雇用事業」でも要件となったことは大きな変換点です。 
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